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まえがき 

 

この冊子は、全国学力・学習状況調査の結果を、効果的に活用していると考

えられる事例を全国から蒐集し、とりまとめたものです。 

 全国学力・学習状況調査の目的の一つは、各教育委員会、学校等が、全国的

な状況との関係において自らの教育及び教育施策の成果と課題を把握し、その

改善を図るところにあります。これまで、同調査の結果を活用した「授業アイ

ディア」については毎年公表されてきました。しかし、都道府県、指定都市、

市町村教育委員会による取組については、平成２２年１０月を最後に、全国規

模で、効果的な取組事例の蒐集や公表は行われてきませんでした。 

 

 教育委員会を訪問すると、工夫に富んだ活用事例に出会うことが珍しくあり

ません。同時に、他地域の取組を参考にすれば、ずっと効果的になると思うこ

とも多々あります。もちろん、都道府県等の歴史や伝統、教育風土がたしかに

存在しており、他地域の取組やアイディアを「輸入」すれば直ちにうまくいく

わけではありません。自らの教育文化の伝統の中で成立するように、他地域の

取組を「現地化」する視点が必要となるでしょう。また、目標とする地点に到

達するためのルートには、多様なルートがあるということにも、留意が必要で

す。留意しなければ、多様性が生むはずの新たな創造的選択肢が失われてしま

いかねないからです。 

 

 にもかかわらず、他地域での事例を集めて参照し、自らの施策・取組を検証

する機会が重要であることにかわりはありません。この事例集が有効に活用さ

れ、子供たちのまなびの改革につながっていくことを期待しています。 

 

 平成３０年１１月２９日に開催された全国的な学力調査に関する専門家会議

において、この冊子案が公表されるとともに、集録された事例の内、長野県教

育委員会、浜松市教育委員会、松江市教育委員会による事例が、それぞれの指

導主事によって紹介されました。専門家会議では、「事前に配られていた活用

事例を一通り眺めたが、実際に話を聞くと、改めて分かることがたくさんあっ



た」「動画でまとめて YouTube 等で発信すれば、全国で聞くことができる」等

の委員による発言がありました。同感です。すぐれた取組を相互に参照できる

場、意見交換ができるプラットフォームが、育っていってくれればと思いま

す。 

 

          平成３１年３月 

          全国的な学力調査に関する専門家会議 座長 耳塚寛明 

             （お茶の水女子大学 基幹研究院 教授） 
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 学習状況調査事業      【実施期間（時期）】平成 14 年度～【予算額】200 万円 

 

 
 

○目的 

学習指導要領の内容の定着度等を把握し、本県が進める少人数学習の成果や課題を捉

え、学習指導の工夫改善を図るとともに、全国学力・学習状況調査と本調査を活用して、

学習指導における検証改善サイクルを確立し、児童生徒の学力向上に資する。 

 

○現状 

本県独自の学力調査である県学習状況調査を平成１４年度から１９年度まで毎年７月

に、小学校４年生から中学校３年生までを対象として悉皆で行ってきた。その後、全国

学力・学習状況調査が平成１９年度から実施されたことを受け、平成２０年度からは、

県学習状況調査の実施時期を１２月に移し、小学校４年生から中学校２年生までを対象

として悉皆で行っている。 

 

○取組 

全国学力・学習状況調査の実施後、教科に関する調査について各学校が任意で自校採

点を行い、その結果等を県教育委員会が５月上旬にインターネット上（県内の市町村教

育委員会と学校がＩＤとパスワードを用いて利用できるＷｅｂサイト「秋田県学力向上

支援 Web」）で配信する県独自の集計・分析システムに任意で登録する。また、県教育

委員会は６月上旬に個人票作成ソフトや教科に関する調査における一次分析を「秋田県

学力向上支援 Web」で配信し、各学校は自校の課題の改善に役立てている。 

１０～１１月には、学校が課題の改善状況を検証できる課題改善サポート問題を県教

育委員会が調査対象教科ごとに作成し、「秋田県学力向上支援 Web」で配信する。 

１２月に実施する県学習状況調査において、全国学力・学習状況調査で課題が見られ

た内容に係る問題やＢ問題の出題趣旨を生かした問題を意図的に出題し、各学校が自校

の課題の改善状況を把握できるようにしている。 

さらに、高校入試においても、「基礎的・基本的な知識・技能の活用」に関する力が把

握できるような問題を出題している。 

 

○期待する効果 

国と県の２つの学力調査を有効活用した検証改善サイクルを構築することで、各学校

の授業改善が継続的に図られ、組織的な学習指導の改善・充実につながる。 

秋田県教育委員会 

事例１ 

 １  
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あ 

○自校採点による実態把握 

４月に行われる全国学力・学習状況調査を各学校で自校採点することで、一人一人の

児童生徒の課題が明らかになり、早い段階で、個別指導や授業改善につなげることがで

きる。 

 

○「秋田県学力向上支援 Web」の学力調査集計・分析システムの活用 

学校は、県教育委員会が「秋田県学力向上支援 Web」で５月に配信する学力調査集計・

分析システムを活用することで、全県的な結果から捉えた自校の課題を把握することが

でき、それを夏休み明けの授業改善に生かすことができる。さらには、作成した個人票

を活用することで、個に応じたきめ細かな指導も可能になる。 

そのためにも、県教育委員会としては、集計・分析システムや県の一次分析結果をで

きるだけ早く提供するようにしている。 

 

 

 

 

 

○県学習状況調査での改善状況の把握 

各学校は、１２月に行われる県学習状況調査の結果分析を基に、課題に対する自校の

取組を検証し、年度内に補充指導を行うことができる。また、各学校は、県教育委員会

がまとめた県学習状況調査の報告書の分析等を踏まえながら、学習指導の改善・充実に

向けた次年度の組織的な取組について計画を立案する。このように、検証改善サイクル

を当該年度で終わらせず、継続的な取組として次年度に生かすことができる。 

 

 

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

次年度

各中学校で改善状況の把握

各学校で自校採点全国学力・学習状況調査

県学習状況調査

高校入試

結果公表 客観的分析、方策の明確化

県の課題の改善状況の把握

県の１次分析結果提供

全国学力・学習状況調査、県学習状況調査、高校入試を
一体として捉えた検証改善サイクル

県の課題の把握

集計・分析システムの提供 自校の課題の把握

課題改善サポート問題の配信①

課題改善サポート問題の配信②
県の課題の改善

 ２  

学力向上支援Ｗｅｂによる集計・分析 

システムで出力できるグラフの例 

問題番号 

○○市立○○中学校   秋田県 
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○平成３０年度全国学力・学習状況調査結果より 

・学校全体で教育活動の改善・充実に向けて取り組むために、ほとんどの学校が平成 29 

年度全国学力・学習状況調査の自校の結果を分析し、活用していることがうかがえる。

特に、「よく行った」と回答した割合を見ると、小・中学校ともに５割を超えている。ま

た、質問項目の初出の年度の結果との比較からは、小・中学校ともに上昇していること

がわかる。 

 学校質問紙調査「平成２９年度全国学力・学習状況調査の自校の分析結果について、調

査対象学年・教科だけでなく、学校全体で教育活動を改善するために活用しましたか」

において「 よく行った」「 行った」と回答した割合 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ほとんどの学校が、全国学力・学習状況調査の結果を県独自の学力調査の結果と併せて

分析し、自校の検証改善サイクルの機能を効果的に生かしていることがうかがえる。特

に、「よく行った」と回答した割合を見ると、小学校では全国比＋１８．９ポイント、中

学校では全国比＋２７．３ポイントとなっている。また、質問項目の初出の年度の結果

との比較からは、小・中学校ともに上昇していることがわかる。 

 学校質問紙調査「全国学力・学習状況調査の結果を地方公共団体における独自の学力調

査の結果と併せて分析し、具体的な教育指導の改善や指導計画等への反映を行っていま

すか」において「 よく行った」「 行った」と回答した割合 
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＜小学校＞ ＜中学校＞ 

「よく行った」と回答した割合について、初出の年度の結果との比較 
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「よく行った」と回答した割合について、初出の年度の結果との比較 
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 茨城県版調査分析システムを用いた校内研修及び教育相談 

【実施期間（時期）】平成１９年度～【予算額】６３万円 

 

 
 

○目的 

全国学力・学習状況調査の結果から児童生徒の学力の定着状況を把握し、学習指導の

充実や指導方法の改善に生かすため、各学校は県が構築した「調査分析システム」を学力

向上のための校内研修及び教育相談等に活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇取組 

・ 調査分析システムを活用した校内研修 

・ 個票（マイナビシート）の活用による教育相談 

・ 個票（マイナビシート）の活用による保護者面談資料の提供 

 

○期待する効果 

・ 調査分析システムで、全国及び県と自校との調査結果の状況をグラフで一覧に表す

ことで、すべての教員が自校の課題及び対策を共有しやすくなり、児童生徒の学習指

導や助言を効果的に行うことができる。 

・ 教育相談の機会に調査分析システムで作成した個票（マイナビシート）を活用して、

児童生徒個々に対し、具体的な指導や助言を行うことができる。 

 

茨城県教育委員会 

事例２ 

 １  
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＜調査分析システムを使った校内研修＞ 

○正答率比較表（自校データ）の活用 

調査分析システム（自校と県平均との正答率を「小問ごとのねらい」で示した分析表） 

を参考にして、自校の正答率が低かった設問について、その対応策等を校内研修等で協

議する。すべての教員が学校の課題を理解し、共有することで、授業改善につながるよう 

努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○学校診断レーダーチャート図の活用 

   本システムで分析に用いるデータは「全国 

学力・学習状況調査」の結果で、各教科の問 

題を「記述式」「選択式」「短答式」の３タイ 

プに分類し、自校の平均正答率を全国平均、 

県平均と一目で比較することができるように 

している。 

また、右に示す学校診断レーダーチャート 

図では、学習内容の定着状況・指導方法・児 

童生徒の意識調査の結果が一目で分かるよう 

にすることで、成果や課題を判別することができるようにしている。 

 

＜個票（マイナビシート）の活用による教育相談＞ 

  全国学力・学習状況調査を受けた児童生徒 

に対して配付する個票では、「数と計算」「図 

形」といった学習指導要領の領域別に平均正 

答率を示し、棒グラフを活用して、全国平均 

や県平均と比較しやすくしている。 

また、学習状況や生活習慣の調査結果から、一人一人の児童生徒の学習への取組や 

 生活の様子を分かりやすく円グラフで示し、 

教育相談時の資料として活用している。 

 ※ 児童生徒に個票を渡す際、教育相談を実 

施するよう各学校に通知している。 

 ２  
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＜個票（マイナビシート）の活用による保護者面談資料の提供＞ 

学習状況・生活習慣の調査の結果を円グラフで表示して提示し、保護者と担任とが相談 

を行う材料を提供している。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○校内研修の様子 

  全国学力・学習状況調査の学校質問紙 

「全国学力・学習状況調査の自校の分析 

結果について、調査対象学年・教科だけ 

でなく、学校全体で教育活動を改善する 

ために活用しましたか」において、「よ 

く行った」と肯定的回答をした割合が増 

加傾向にある。特に、小学校においては 

肯定的な回答が５割を超えており、校内 

研修を通して全校体制で取り組む学校が 

増えてきている。このことからも、分析 

システムを活用し、校内研修を実施する 

ことによって、「すべての教員が学校の 

課題を理解するとともに、共有する意義 

は大きい」と考える。 

 ３  
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【学校質問紙】 全国学力・学習状況調査の自校の分析結果に

ついて，調査対象学年・教科だけでなく，学校全体で教育活動を

改善するために活用しましたか。

小学校 中学校

＜調査分析システムを活用した校内研修の様子＞ 
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  確かな学力研究推進事業  

【実施期間（時期）】平成 26 年度～【予算額】－   

 

 
 

○目的 

全国学力・学習状況調査の結果公表までに、調査問題や自校採点の結果等を分析し、各

教科で育成すべき力、それぞれの学年で付けておくべき力等を共通理解し、１学期から

の授業改善に生かせるようにする。 

 

 ○課題 

全国学力・学習状況調査後、調査問題を活用した取組は浸透してきているが、客観的な

データを生かした自校の実態把握の取組がまだ十分ではない。 

 

○取組 

 ・ 簡易版分析支援ソフト（富山県版）の作成・活用促進 

・ 冊子「特徴的な問題」の作成・配布 

 ・ 学力向上推進チームによる要請訪問研修の実施 

 

○期待する効果 

・ １学期からの全国学力・学習状況調査の分析による指導方法や児童生徒の学習状況

の改善に資する。 

・ 各学校の PDCA サイクルの要として全国学力・学習状況調査を位置付ける。 

 

 

  
 全国学力・学習状況調査を活用して、児童生徒の課題等を把握・分析し、教育指導の改善・

充実を図り、各学校における継続的な検証改善サイクルを確立する取組を例示する。 

 

 

富山県教育委員会 

事例３ 

 ２  

  １  
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    ４月 全国学力・学習状況調査の実施 

     

 

 

 

 

 

    

   ７月 学校に調査結果の提供 

 

 

     

 

 

 

 

 

     

 

 

○「簡易版分析支援ソフト（富山県版）」の作成・活用促進 

  全国学力・学習状況調査の結果公表後に自校の結果を詳細に分析できる「我が校の学力・

学習診断ソフト」を作成・配布しているが、４月調査後に自校採点した結果を分析できる

「簡易版分析支援ソフト（富山県版）」をＨ26 年度から作成し、学力向上推進チームのホ

ームページから、ダウンロードし

て使用できるようにした。 

このソフトは、調査後、自校採

点した結果を教科別のシートに

入力すると、分類・区分別の平均

正答率の表や設問ごとの正答数

分布、正答率・誤答率・無解答率

のグラフを作成することができ

る。また、H2８年度から児童生徒

質問紙の結果も表示できるよう

に改善した。これらを基に、自校

の結果を把握・分析し、全校で授業改善の方策について検討することが可能となった。 

 年度当初の教頭研修会で分析支援ソフトを活用した研修の実際について説明したり、教

務主任研修会で具体的な作業の手順について伝達したりして、活用促進を図っている。 

③ 文部科学省より提供された結果を、「我が校の学力・学習診断ソフト」

を用いてグラフ化し、課題のある設問、領域、児童生徒の学習状況等の

実態を把握する。 

④ 富山県教育委員会発行の「全国学力・学習状況調査 報告書」や「授

業改善に向けた 対策のヒント」、文部科学省発行の「全国学力・学習状

況調査 報告書」「授業アイディア例」等を参考にして、課題のある内容

の改善に向けて、実態に応じた指導計画を立て、実践する。 

分 

析 

・ 

指 

導 

① 自校採点した学校は、「簡易版分析支援ソフト」を用いてグラフ化し、

成果や課題を把握する。 

② 研修会や教科部会等で学力調査問題を分析し、富山県教育委員会発行

の「特徴的な問題」や文部科学省発行の「全国学力・学習状況調査 解

説資料」を参考にして、学習指導に当たっての手立てを考察し、実践す

る。 

⑤ 課題について指導した後、学力調査問題等を活用して、改善状況を確認

するとともに、次年度の授業改善策や学力向上策を検討する。 

評 

価 

学
力
向
上
推
進
チ
ー
ム
に
よ
る
要
請
訪
問
研
修 
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○冊子「特徴的な問題」の作成・配布 

調査後、各小・中学校に「子供たちにとって

課題のみられた問題」のアンケートをとり、そ

の集計と県教育委員会による問題の分析結果

を合わせて、冊子「特徴的な問題」を作成し、

H26年より毎年５月に配布している。 

冊子には、各教科Ａ・Ｂ問題から各２問を取

り上げ、出題の趣旨や実際の問題、解答、予想

される誤答と、「学習指導上の留意点」「指導の

ポイント」を記載している。また、「参考」とし

て、関連する過去の報告書や事例集、「授業アイ

ディア例」の該当ページも掲載している。指導

方法の改善や児童生徒の学習改善・学習意欲の

向上等につながるよう、学習指導上重視される

点や身に付けるべき力を具体的に提示してい

る。 

児童生徒質問紙、学校質問紙についても掲載

しており、学校改善のための PDCA に資する

よう、当該年度の新規、削除の質問や注目すべ

き質問等の特徴についてまとめている。 

 

○学力向上推進チームによる要請訪問研修 

各学校のニーズに対応した校内研修を支援する

ため、H26 年度より学力向上推進チームによる要

請訪問研修を実施している。全国学力・学習状況調

査の結果を授業改善に活用する学校等は増加傾向

にあったが、結果公表後では、２学期以降しか活用

できないという課題もあった。 

そこで、要請訪問研修の研修内容例の一つとし

て、「自校採点後の分析支援ソフトを利用した分析

及び課題把握、対策について協議する研修」を提示

し、年度当初からの授業改善に向けた研修を推奨

した。 

研修の実際としては、 

・ 「簡易版分析支援ソフト（富山県版）」を活用

して当該校の結果分析や課題把握を行うための

助言を行う 
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・ 「特徴的な問題」に取り上げた問題やその意図を説明し、その問題を通して「身に付け

るべき資質・能力」、予測される子供のつまずき、各学年で付けておくべき力やそのため

の対策について協議、助言する 

などで、全校体制で学力向上に取り組む意識が高まるよう研修支援を行っている。 

 

 

 

〇全国学力・学習状況調査実施から、結果が送付されるまでの間の取組の充実 

 県教育委員会が作成した資

料の活用状況等を把握するた

めに、授業改善モニターアン

ケートを実施している。その

結果からは、全国学力・学習状

況調査実施から、結果が送付

されるまでの間、様々な資料

を使用した取組が実施されて

いることが分かる。特に、「特

徴的な問題」を活用し、全校で

調査問題を解き、「学習指導上

の留意点」や「指導のポイント」

を参考に、具体的な授業場面

を想定した手立てについて協

議するなどの研修が多く実施

されている。 

 〔アンケートの記述より〕 

・ 全教員で問題を解き、採点を行うことで、調査問題の把握や自校の傾向を把握するこ

とができた。 

・ 「簡易版分析支援ソフト」は使いやすく、結果を基に自校の課題を全職員で共有し、今

年度どのような授業改善が必要か、何を大切にして指導していくべきかを協議すること

ができた。 

 

結果公表前の１学期から学力向上の取組に「全国学力・学習状況調査」の活用を位置付け、

自校の課題や育成すべき力を把握し、全校体制で教育指導の改善・充実を図ることができる

よう学校のニーズに応じた資料の提供や研修支援を行ってきている。今後も各学校における

継続的な検証改善サイクルが確立されるよう支援に努めたい。 

8
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  ３  
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 小・中学力向上研修会         

【実施期間】平成３０年度【予算額】－  

 

 
 

○目的 

・ 全国学力・学習状況調査の具体的な結果分析から、授業改善の共通理解を図る。 

・ 研修を受けた教員が研修内容を自校で他の教員へ伝達講習することで内容を共有し、 

学校全体での指導改善につなげる。 

○参加者 

・ 県内全小学校３、４、５、６年生の担任で、国語・算数・理科の各１名 

・ 県内全中学校から国語･社会・数学・理科で各教科１名 

・ 市町教育委員会等各関係機関の事業担当者（指導主事等） 

〇実施期間 

・ 小学校 平成３０年８月７日（火） １０：００～１６：３０ 

・ 中学校 平成３０年８月８日（水） １０：００～１４：３０ 

・ １教科９０分 

〇内容 

・ 全国学力・学習状況調査における各教科の具体的な結果分析及び改善方策の伝達講習 

・ 県独自で作成した教材･評価問題集の活用方法の伝達講習 

・ 新学習指導要領のポイントの解説 

 

  
 

 全国学力・学習状況調査問題や福井県学力調査の全体的な傾向や結果分析を伝え

るだけでなく、福井県の課題克服のための具体的な改善方策を提案し、すぐに授業

で実践できるような内容にした。各教科の研修の概要は以下の通りである。 

〇小学校国語 

全国学力・学習状況調査の分析結果から、良好な点を 2 つ、課題を４つ提示し、それ

ぞれの課題をどう克服していくかを中心に、研修を行った。特に、授業における振り返

り活動と書きまとめることへの抵抗感を解消する手立てについて、共通理解を図った。 

福井県教育委員会 

事例４ 

 ２  

 １  

-11-



〇小学校算数 

  計算の意味理解や割合における課題を取り上げ、全国学力・学習状況調査「報告書」

にある「学習指導にあたって」の記述を参考に、課題提示や発問の工夫などについて授

業改善を提案した。また、各学校での効果的な取り組みについても紹介した。 

〇小学校理科 

  問題解決の過程の中の「考察や結論の導出」が課題となっているため、解答類型から

各学校の課題を伝えた。課題に正対したまとめができるようにするために、問題の設定

や設定した問題を確認するなど、授業のポイントを確認した。 

〇中学校国語 

  全国学力・学習状況調査の分析結果から、課題を４つに絞り、それぞれの課題をどう

克服していくかを、具体的な授業例を提示して授業改善を考えた。授業での発問の仕方

で意識すべきことなどを、実際の教材を使って意見交換した。 

〇中学校社会 

  県の学力調査の結果から課題が見られた、複数の資料を関連づけて考察する問題を取

り上げ、問題分析の仕方を例示した。授業の様々な場面で資料を読み取る技能や、概念

的な知識を身に付けることができるような学習課題の設定や学習活動の工夫の重要を

伝えた。授業の工夫に合わせて、評価問題を改善することも求めた。 

〇中学校数学 

数学的な表現力における課題を取り上げ、全国学力・学習状況調査「解説資料」にあ

る記述式問題の分類に基づき、説明するためのポイントを解説した。表現力を育成する

ために、普段の授業から数学的表現を使い、それを引き出す発問の工夫を提案した。 

〇中学校理科 

全国学力・学習状況調査の特徴的な問題を取り上げ、新指導要領の実施に向け、求め

られている授業改善について共通理解した。その上で、課題克服のための具体的な改善

策を協議し、普段の授業で生徒がどのように学ぶか、心がけるべきことを示した。 

 

 

 

〇研修会参加者の感想より 

・ 授業において意識すべき点、全国学力・学習状況調査の活用について改めて考えるこ 

とが出来た。学び続けることを忘れずに、今後の授業改善に努めていきたい。 

・ 誤答分析が細かくしてあり、今後の授業のポイントがよく分かった。特に記述式問題 

の課題克服方法は授業でも実践できるので、今後も学校全体でやってみたい。 

・ Ｂ問題は解き方のポイントなどを実際の問題を使って学ばせる機会をもつことが大  

切であることがよく分かった。授業力を向上させるために、いろいろな先生方の授業

を参観したり、先生方と打合せを密にしたりしていきたい。 

・ 授業における振り返りが出来ないのは教材研究が不十分であったと感じている。子供 

たち一人ひとりが「分かった」を実感するためには、言葉で振り返り、その評価をし

なければいけないと思った。今回の資料を用いて、他の教員に伝達したい。 

  

 ３  
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教材・評価問題集  
    【実施期間】平成 2９年度～【予算額】年間１５０万円 

 

  

 

○目的 

県内の教員が独自教材の趣旨や活用方法を理解し、全小中学校で積極的に活用をする

ことで、授業改善の推進と更なる学力向上を図る。 

〇現状・課題 

学校現場では日々の教育実践に負われ、次期学習指導要領に即した評価問題を作成し

ている時間が少ない。特に小学校では担任がすべての教科を担当しているため、全教科

の評価問題はなかなか作成できない状況である。そこで、全国学力・学習状況調査や県

独自学力調査等から明らかになった課題を中心に、その克服を目指した独自の教材･評価

問題集を作成した。 

○内容 

〇 小学校 ３年生から６年生まで 国語、算数、理科の全単元 

〇 中学校 全学年 国語、社会、数学、理科の全単元 

【教材について】 

・ 教科書を補助するもの 

・ 教科書にはない資料 

・ 生徒に配付し、１時間の授業の中で考えたことを記入させるもの 

・ 身近な生活と教科内容をつなぐ興味・関心を高めるもの 

【評価問題について】 

・ 授業や単元終了後活用するもの 

・ 中間や期末などの校内テストに即活用できる応用問題・記述式問題 

・ 長文問題、条件付きや論理的に説明する問題 

・ 学習後の補充に利用できる問題 

 

 

 

ドリル的なものではなく、思考力・判断力・表現力を育成する内容とした。全国学力・

学習状況調査や福井県学力調査等で明らかになった課題を取り上げ、指導のポイントも付け

ることで、教員が授業で活用する際の参考になるように作成した。また、教材･評価問題集

を福井県教育総合研究所ホームページで公開して、教員が利用しやすい環境を整えた。問題

等は編集可能なファイル形式にして、教員が授業に応じて内容を変更できるようもした。各

教科の具体的な内容は以下の通りである。 

〇小学校国語 

授業・単元末の評価問題、朝学習や家庭学習のプリントとして使えるよう問題を作成

し、正答例等も記載した。また、問題文中の話し合いの様子やワークシートなどは、日々

 １  

 ２  
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の授業研究のヒントとして使えるよう配慮して作成した。  

〇小学校算数 

  説明する力をつける授業を展開できるようなワークシート（見開き２ページ）、ワー

クシートの使い方や問題の解説（１ページ）、評価問題（１ページ）を１単元４ページ

で構成した。本県の課題である割合に関する単元を中心に作成した。 

〇小学校理科 

  授業アイディア例等を参考に、主体的・対話的で深い学びの授業モデルを示した。そ

の授業の中で押さえておきたいポイントを問題として示した。また、解答のページには

「学習のポイント」を掲載し、理科の授業に生かせるようにした。 

〇中学校国語 

  課題を受けて短時間で取りかかることのできる問題や、教科書の教材の中から、校内

の中間・期末テストにも使えるような問題を作成した。条件付き作文は生徒が自己採点

できるように、推敲の観点を示し、正答の条件や解答例も掲載した。 

〇中学校社会 

 単元末のまとめや定期テストに活用できるように、複数の資料を関連づけて読み取り、

記述する問題を作成した。難易度の高い地理と公民の内容をふまえた総合的な問題も作

成した。問題に使用されている資料を授業でどのように指導するかについても記載した。 

〇中学校数学 

数学的な表現力を高めるための記述式問題を中心に作成した。見開き２ページ構成で、

左ページは問題を掲載し、そのままコピーをして生徒に配布できるようにした。右ペー

ジは出題の趣旨、指導のポイント、正答等を記載した。 

〇中学校理科 

資料やデータを適切に読み取ったり、自分の考えを記述したりする問題を中心に作成

した。また、子どもの知的好奇心をくすぐるような発展的な問題、日常生活と学習内容

が結び付いた問題、生徒が対話的に議論できる教材等も掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 夏季休業中に配付することにより、全国学力・学習状況調査の結果を踏まえながら、

教材研究や授業研究の題材として活用できている。 

・ 各種研修会や研究会等で活用事例が報告された。  

 ３  

小学校算数 ５年割合 中学校数学 ３年円の性質 

教材･評価問題集 
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